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オランダは、欧州における地政学的な優位性によって、古くから「欧州の表玄関」と
して重要な役割を担っています。
何世紀も前から、オランダが貿易国として繁栄してきた背景として、オランダ政府
は、社会インフラの整備に注力し、起業や海外からの進出・投資を促す税制を整えて
きました。現在では、世界中に広がる租税条約のネットワーク、保税倉庫システム、
事前に課税算出方法を確定できる制度など、競争力の高い税制が導入されています。
また、オランダ政府は、持続的な経済成長と社会繁栄を促進するため、農業・食品、ハ
イテク、園芸・育種、ロジスティクス、ライフサイエンス、水、化学、エネルギー、クリ
エイティブ、欧州事業統括など10の産業セクターを「トップ・セクター」と位置付け、
規制緩和、官民協力、イノベーション強化などを通じた活発なビジネス展開を目指し
ています。
こうした投資誘致施策の背景もあり、日系企業によるオランダ投資は、欧州では突
出しており、対外直接投資額（財務省／2015年度）では英国に次いで2番目に大きく、
オランダにおける日系企業数は、アムステルダムを中心に約400社を数え（外務省／
2015年度）、多岐に渡る業種の日系企業が事業活動を展開しています。
さて、国内需要の縮小などにより日系企業のグローバル化が喫緊の課題になってい
る昨今、新規投資先としてオランダも着目されつつあります。現地に販売子会社や
製造子会社を設立（または買収）して事業を展開することは一般的なことですが、事
業の目的によって、進出の手段や、現地法人の法的形態などさまざまな選択肢があ
ります。本稿は、第2回欧州法務事情シリーズとして、オランダ会社法をテーマに、会
社形態の特徴、選択肢や設立の手続きについて解説いたします。
本稿は、KPMGオランダが2016年10月に刊行した2016年版オランダ投資ガイド（日
本語要約版）より、主要なテーマを抽出し、編集を加えたものです。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。
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Ⅰ.	株式会社発祥の国「オランダ」

オランダは1602年に世界初の株式会社であるオランダ東イン
ド会社を設立した株式会社発祥の国です。オランダ東インド会
社の設立は、イギリス東インド会社（1600年設立）より遅かった
ものの、イギリス東インド会社は1航海ごとに出資者を募る方式
で、恒常的な株式会社ではなかったのに対し、オランダ東イン
ド会社は恒常的な株式会社であり、株主の責任を有限とし、株
式の譲渡を自由とするなど現在の株式会社と同様な性格を既
に持っていたとされています。オランダ東インド会社では大口
出資者76名が重役となり、その中から選出された17人が取締役
会を構成し、会社全体の経営方針を決定したとされており、既
にコーポレートガバナンスの礎となるものが形成されていまし
た。オランダは株式会社をはじめ様々な会社形態を有し、また、
株式会社発祥以降、継続的にコーポレートガバナンスを進化さ
せ現在に至っているのが特徴といえます。

なお、オランダ政府は、外国企業の企業進出にあたり、必要な
手続概要を関連する情報とともに公開するほか、投資促進に関
する情報を掲載しています1。

Ⅱ.	会社形態の特徴、選択肢

1.	法的会社形態の概要

さて、オランダに企業進出するにあたり、まずどのような法的
形態にするのか、そしてそれぞれの法的形態の特徴および必要
な手続を理解する必要があります。

オランダにおける会社の法的形態には、非公開型の有限責任会 

社（Besloten Vennootschap met Beperkte Aansprakelijkheid
　以下「BV」という）、公開型の有限責任会社（Naamloze 
Vennootschap　以下「NV」という） 、協同組合（Coöperatie
以下「COOP」という）、その他個人事業主（Eenmanszaak）、
ジェネラル・パートナーシップ （Vennootschap Onder Firma 
以下「VOF」という、いわゆる合名会社）、プライベート・パー
トナーシップ（Maatschap）、リミテッド・パートナーシップ

（Commanditaire Vennootschap　以下「CV」という）など多岐
に渡ります。一般的にはBV、NV形態が多く、COOPも近年一般
的になりつつあります。また、日系企業がオランダに進出する
際は、BV、NV、COOP形態に加えて、支店または駐在員事務所
を設立することも一般的です。以降は、それぞれの会社形態ご
とに、留意すべき特徴を解説します。図表1もあわせてご参照く
ださい。

2.	�BV（非公開型の有限責任会社）とNV（公開型の有限責任
会社）

BVとNVはいずれも持分ごとの授権資本を持ついわゆる株
式会社のイメージです。BVにかかる法規制は大部分がNVに対
する法規制に基づいています。また、BVの持分は自由に譲渡で
きないため、一般的に非公開企業として法的形態を保有したい
企業に用いられる形態で、持株会社として利用されることも多
いのが現状でありますが、NVの持分は自由に譲渡が可能です。
多くの在蘭日系企業は会社の事業規模にかかわらずBVを適用
しており、他の欧州国、たとえば英国では、非公開会社の形態
は小規模もしくは中規模の会社のみに適用可能としていること
とは取扱いが異なります。

【ポイント】

−	 �17世紀初頭に世界初の株式会社を設立した歴史があるなど、オランダに
は長い歴史のなかで洗練された企業統治の文化が根ざしている。

−	 �オランダにおいて、会社を設立する際の選択肢は複数あるものの、日系
企業にとって最も一般的なのはBV（非公開型の有限責任会社）である。

−	 �会社設立手続き自体は比較的容易であるゆえに、事業の目的、在蘭子会
社の位置づけ、事業規模などを特定したうえ、法人形態の有する特徴に
留意し、最適な法人形態を選択する必要がある。

1	� 詳細はウェブサイトにて確認することが可能です。　http://www.answersforbusiness.nl/
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3.	COOP （協同組合）

いわゆる協同組合であり、オランダにおいてはBVとほぼ同じ
法人形態とみなされますが、組合員への利益分配に源泉税が課
されないという違いがあります。また、設立証書において組合
員の責任について有限責任とするか無限責任とするかが選択
できるようになっています。まだ法的形態として設立数は少な
いものの近年一般的な会社形態として定着しつつあります。

4.	支店

支店は独立した法的形態ではなく、事業を営む会社の恒久的
施設（PE – Permanent Establishment）です。このため、オラン
ダに支店を設立する会社は支店の活動の結果について責任を
負うことになります。

5.	駐在員事務所

収益を伴う活動を行うことを前提としない形態です。具体的
には、本社への情報提供活動、市場調査、広告・宣伝、基礎研
究、などの活動が該当します。設立手続における事務負担は少
ないのが特徴です。実際の活動が情報収集等に限定されない場

合（取引先企業との契約業務や支払などの営業活動）は恒久的
施設とみなされて課税される点に注意が必要です。

6.	スーパーバイザリーボード

BVやNVは大規模な組織体系とみなされる場合、スーパーバ
イザリーボードを設置することが求められます。具体的には以
下のすべての項目を満たす場合、BVとNVはスーパーバイザ
リーボードの設置義務があります。

①	 �資本金、剰余金の合計が16百万ユーロ以上であること。

②	 �当該会社または親会社にワークカウンシルの設置義務がある	
こと。

③	 �当該会社と親会社合計でオランダに100人以上の従業員がいる
こと。

設置義務がある場合、スーパーバイザリーボードは取締役の
任命・解任権、定款変更、会社の解散、新株の発行などコーポ
レートガバナンスにかかる重要事項の承認権が付与されます。
なお、スーパーバイザリーボードは株主総会によって監督され、
構成員であるスーパーバイザリー取締役も株主総会によって任
命されます。

【図表1　法的会社形態の比較】

NV BV COOP 支店 駐在員事務所

設立手続 公証人作成の設立定
款を含む設立必要書
類と共に商工会議所
に登記。

公証人作成の設立定
款を含む設立必要書
類と共に商工会議所
に登記。

公証人作成の設立定
款を含む設立必要書
類と共に商工会議所
に登記。

設立必要書類と共に
商工会議所に登記。

商工会議所に届出。

商工会議所への登記※ 必要 必要 必要 必要 不要

社員の責任範囲 有限責任 有限責任 設立証書で有限責
任か無限責任かを選
択。

該当なし。日本本店
が責任負担。

該当なし。日本本店
が責任負担。

法人課税 課税
KVKの取得により自
動的に税務番号が登
録される。

課税
KVKの取得により自
動的に税務番号が登
録される。

課税
KVKの取得により自
動的に税務番号が登
録される。

課税
KVKの取得により自
動的に税務番号が登
録される。

基本PEにあたらない
ため法人所得税は課
税されない。
活動によってはPE認
定されるため注意。

VAT・関税 課税
KVK取得により自動
的に税関へ登録され
る。

課税
KVK取得により自動
的に税関へ登録され
る。

課税
KVK取得により自動
的に税関へ登録され
る。

課税
KVK取得により自動
的に税関へ登録され
る。

課税
自ら税関へ登録する
必要がある。

賃金税（源泉徴収） 義務有り 義務有り 義務有り 義務有り 義務有り

最低資本金 45,000ユーロ なし なし 該当なし 該当なし

配当源泉税 課税 課税 非課税 該当なし 該当なし

株式譲渡制限 なし 原則有り。定款で定
める。

該当なし 該当なし 該当なし

※商工会議所登録番号 KVK（Kamer van Koophandel） の取得
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また、こうした多大な権限を有するスーパーバイザリーボー
ド（およびスーパーバイザリー取締役）は、大企業の取締役が任
命されることも一般的です。これは、実務的に機能するような
仕組みを重視した、株式会社発祥からオランダが発展させてき
たコーポレートガバナンスの表れともいえます。

Ⅲ.	設立手続

1.	BVおよびNVの設立手続き

BVやNVの設立手続きは基本的に同様で、設立にあたっては

オランダ公証人が必須となります。オランダ公証人は、設立定
款、設立にあたって発行する株式および発起人・設立株主の取
得する株式、取締役および該当のある場合はスーパーバーザ
リーボードの任命、設立第1期の決算期の決定に関与すること
になります。

当期の手続きとして、設立後事業を開始するまでに取締役会
は商工会議所に商業登記する必要があります。また、設立中の
会社の活動は、設立後の会社に遡及的に引き継がれることに
なりますが、引き継がれない場合または結果として設立されな
かった場合は、取締役が第三者に対する責任などを引き継ぐこ
とになります。図表2に、設立にあたっての必要事項を要約し 
ます。

【図表2　BVおよびNVの設立手続きに関する必要事項】

必要事項 内容

1.	 �会社名 会社名はBV、NVの文字を含む必要がある。また、オランダ語である必要はないがローマ字での記載が必要である。また、
オランダで既に使用されている社名を用いることはできない。

2.	 �商号 オランダ法の下、1つ以上の会社名とは異なる商号を用いることが可能である。会社名と異なる商号にはBV、NVの文字を
含んではならない。商号は商号登記することが求められる。

3.	 �会社の目的 会社の目的は設立定款に記載する必要があり、最低でも会社の主たる活動を記載する必要がある。

4.	 �本店所在地 オランダにおける本店所在地を決定する必要がある。

5.	 �決算期 決算期は12ヵ月であるが、設立第1期の決算期については0ヵ月から18ヵ月以内までの間で決定できる。

6.	 �授権資本 授権資本を定款に記載することは必須とはされていない。

7.	 �最低資本金 BVについては最低資本金の定めはない。NVについては最低資本金が45,000ユーロとされている。

8.	 �発行する株式
数、種類、価格

BVについては通常額面株式を発行する。額面については100ユーロ若しくは1,000ユーロとすることが推奨されている。種
類株式の発行が可能であり、専門家の助言を受けることが望まれる。

9.	 �払込資本 資本の払い込みは現金でも現物出資でも可能である。
◦	�BVについては現金による出資の場合、払い込むオランダの銀行口座を開設することが求められる。オランダにおいては
設立前であっても口座の開設が可能である。また、現物出資の場合は出資資産の設立前6ヵ月以内の価値についての
説明が必要である。

◦	�NVについては現金による出資の場合、設立前5ヵ月以内の銀行の払い込み口座が開設されていることの証明が求めら
れる。また、現物出資の場合には出資資産にかかる監査人の証明書が必要とされる。

10.	�取締役 BVについては一人以上の取締役を任命する必要があり、設立公正証書に記載される必要がある。取締役は自然人のみな
らず法人を任命することもできる。税務目的から専門家の助言を受け、オランダ居住の取締役を任命することが望まれる。
全取締役を必要とされる個人情報と共に商業登記する。

11.	�代表権 オランダ法において原則、取締役それぞれが代表権を持つが、設立定款に当該代表権を制限し、代表に当たって複数の
署名が必要であることを定めることができる。

12.	�スーパーバイ	
ザリー取締役

大規模会社においては一人以上の自然人をスーパーバイザリー取締役（前述のスーパーバイザリーボード参照）として任命す
ることが求められる。

13.	�発起人 会社は設立に当たって一人以上の株主が必要であり、株主が一人のみの場合は当該株主の名前、住所、その他必要な個
人情報を商業登記する必要がある。

14.	�設立公証 会社の設立はオランダ法における公証が行われた時点で有効となる。

15.	�登記 設立に必要な手続中、公証人は発起人および取締役に商工会議所への登記書類を要請し、設立後に当該書類は商工会
議所に登記される必要がある。これらの書類は公衆の縦覧に供され、商工会議所登録番号（KVK）が発行される。

16.	�税務登録 商工会議所への登記がなされると税務当局に自動的に情報伝達される。

17.	�設立中の会社 設立中の会社でも事業活動を開始することができる。設立中の会社は事業活動を開始するにあたり、登記申請書類と設
立公正証書のドラフトを商工会議所に提出する。

18.	�所要期間 社名の調査には概ね10日程度、オランダ公証人による設立公正証書の作成には概ね1週間、国外関係者の身分証明およ
び口座開設には概ね2週間、最低資本金払い込み（NVの場合のみ）から設立公証には数日程度、と見込まれる。
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2.	オランダの公証人

BVやNVの設立にあたり、関与が必要なオランダの公証人は
コモン･ロー（英米法）が適用される周辺国家と異なり、国家に
よって指名される公務員であり、大学の法学部学位の保有が必
要となります。また、他国の公証人と比較して広範囲な権利と
義務を有します。英国の事務弁護士であるソリシターが比較的
近い役割といえます。

3.	支店の設立手続き

支店の設立手続は図表3に必要事項を記載しています。なお、
図表3-3にある、「支店代表者の身分証明の送付」については、国
外居住の支店代表者および国外本店の代表者全員分の身分証
明書類が必要となる点に特に注意が必要です。

4.	駐在員事務所の設立手続き

駐在員事務所の設立手続は図表4において具体的な必要事項
を記載しています。手続き上、商業登記は求められず、基本的
には国外本店の情報を商工会議所に届け出るのみですが、実務
上は支店同様、国外居住の代表者および国外本店の代表者全
員分の身分証明書類が求められます。また、VAT・関税につい
て自ら登録手続をすることが求められる可能性がある点に注意
が必要です。

参考情報
オランダにおいて会社法に相当する法律はオランダ民法

（Dutch Civil Law）に包含されており、その第2編が該当します。
当該第2編において以下のとおりの章立てとなっています。

章 内容

1 一般規定

2 組合

3 協同組合と相互保険協会

4 公開会社

5 非公開会社

6 財団法人

7 合併・分割

8 紛争の解決や調査・質問する権利のための規則

9 年次決算書および年次報告書

出典：オランダ民法より抜粋

【図表3　支店の設立手続きに関する必要事項】

必要事項 内容

1.	 �商工会議所	
への登記

取締役または権限を付与された弁護士は以下
の登録申請書類と必要な情報を商工会議所に
登記する。

登録申請書類
◦	�form 6	 支店
◦	�form 11	取締役等の登記	
◦	�form 13 	支店の代表責任者の登記

必要な情報
◦	�支店の商号
◦	�支店の活動内容	
◦	�支店の従業員数（パートタイム・フルタイムの
別）	

◦	�支店の住所、電話番号、FAX番号、該当あれ
ばemailアドレスおよびwebsite

◦	�国外本店のデータ （社名、登録番号、登録機
関名、登録日）	

◦	�国外本店の発行済株式数、株式額面

2.	 �追加的に	
必要とされる	
文書の準備

1の申請書類等と共に以下の書類を準備するこ
とが求められる。
◦	�直近1ヵ月内に取得した国外本店の登録証明
書類

◦	�実際の支店所在地と登記する所在地とが異
なる場合、賃貸契約書若しくは当該住所を用
いることを証明する書類

◦	�公証された国外本店の 定款の写し（オランダ
語、英語、ドイツ語、フランス語に公式に翻訳
されたもの）	

◦	�支店関係者の公式な身分証明の写し（パス
ポート、ヨーロッパのIDカード）

◦	�支店関係者が国外本店の代わりに活動する
ことの公式な証明

また、商工会議所は外務省の公印確認（アポス
ティーユ）を要求することもある。

3.	 �支店代表者の	
身分証明の	
送付

国外居住の支店代表者および国外本店の代表
者について以下の身分証明を商工会議所に送
付することが求められる。
◦	�身分証明書の写し
◦	�銀行口座、住民登録若しくは法的な登録の
写し（いずれも1ヵ月以内のもの）

【図表4　駐在員事務所の設立手続きに関する必要事項】

必要事項 内容

商工会議所への
届出

商工会議所に以下を届け出する。
◦	�国外本店名、法的組織
◦	�公証された国外本店の定款の写し
◦	�国外本店の直近の決算書（英語）
◦	�国外本店の資本金、主要株主、取締役
◦	�駐在員事務所の責任者の名前、権限
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